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消防費 10.2 億円

■小学校の運営
市民１人当たり9,116円
■中学校の運営
市民１人当たり8,510円
■図書館の運営
市民１人当たり3,438円

■ごみの処理
市民１人当たり
1万4,533円
■予防接種
市民１人当たり
2,000円

■消防活動の経費のために

■議会の運営費など

市民１人当たり 3 万 6,893 円

市民１人当たり 2 万 2,805 円

市民１人当たり 1 万 3,685 円

市民１人当たり 2 万 6,061 円

公債費 20.3 億円

■市が借りた市債の返済のため

市民１人当たり 2 万 7,339 円

教育費 27.4 億円

その他 19.4 億円

衛生費 17 億円

支出と収入の重要ポイントを解説

広
　
告
　
欄

　　　の状況をお知らせします
平成 27 年度 　市が行う仕事は、皆さんが納めた税金をはじめ、国や都の補助金、国・都などからの借入金などをもと

に行われています。平成27年度の決算の状況は、行政運営の基本的な事業を行うための「一般会計」と国
民健康保険などの特別な事業を行うための「特別会計」を合わせた歳入（収入）の決算額が、486億8,222万円、
歳出（支出） の決算額が、470億7,073万円 となりました。ここでは、平成27年度の一般会計でどのくらい
収入があり、どのようなことに使われたのかお知らせします。　　　  問合せ　財政課財政係☎497・1810

会計 歳入 歳出 差引額
一　般　会　計 294億4,922万円 283億4,604万円 11億317万円

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業 101億597万円 99億1,510万円 1億9,087万円
下水道事業 12億3,605万円 12億1,946万円 1,659万円
駐車場事業 8,012万円 7,893万円 119万円
介護保険 61億3,611万円 58億4,349万円 2億9,262万円
後期高齢者医療 16億7,473万円 16億6,769万円 704万円
小計 192億3,300万円 187億2,468万円 5億831万円

合　計 486億8,222万円 470億7,073万円 16億1,149万円

一般会計・特別会計の決算状況
※
表
示
単
位
未
満
を
切
り
捨
て
し
て
い
る

た
め
、
各
数
値
の
合
計
等
が
一
致
し
な
い

場
合
が
あ
り
ま
す
。

●一般会計……福祉、教育、道路整備などの基本的な行政サー
ビスを行うための会計のことです。
●特別会計……特定の目的のための会計で、保険料などの収入
は、その目的のための支出にしか充てることができません。清
瀬市には、左表のとおり、５つの特別会計があります。

 「一般会計」と「特別会計」	キーワード

市税 92.2 億円

国庫支出金
57.3 億円

都支出金
43.9 億円

地方交付税 38.7 億円

市債
14.2 億円

その他
48.2 億円

市民税・固定資
産税など

都からの補助金など

地域格差をな
くすため国が
交付するお金

国・都などか
ら借りたお金

使用料・手
数料など

決算額      294億4,922 万円
市民一人当たり 39万5,807円

歳入

31.3％

19.4％
14.9％

13.1％

4.8％
16.5％

国からの補助金など

民生費
154.9 億円

総務費
34.3 億円

教育費 27.4 億円

公債費 20.3 億円

衛生費 17 億円

福祉などに
かかる費用

市役所の運営など

教育活動に
かかる費用

市 債（ 借 金 ）返
済にかかる費用

健康、環境保全、
清掃などにかか
る費用

決算額 283億4,604 万円 市民一人当たり 38 万 980 円
歳出

消防費
10.2 億円

火災、地震な
どの災害から
市民を守るた
めの経費

その他
19.4 億円

目的別歳出 性質別歳出

54.6％

12.1％

9.7％

7.2％

6.0％
3.6％
6.8％

人件費 45.9 億円
職員の給与、社会
保険料など

16.2％
物件費
32.1 億円

物品の購入、光熱
水費、委託料など

11.3％

扶助費
100.5 億円

福祉などの手当・
給付にかかる費用

35.5％

繰出金
31.9 億円

一般会計から特
別会計に繰り出
されるお金

11.3％

補助費等
30.1 億円
市民団体への
補助費用など

10.6％

公債費 20.3 億円
市 債（ 借 金 ）の 返
済にかかる費用

7.2％

普通建設事業費 13.7 億円
公共施設の工事など
にかかる費用 4.8％

その他 9 億円

3.1％

　歳出（支出）の見
方として、使う目的
ごとに分類した「目
的別歳出」と、経済
的な性質ごとに分類
した「性質別歳出」
の２つがあります。
　目的別歳出は、ど
のような行政分野に
いくら使ったかを知
ることができます。
性質別歳出は、市の
財政運営や健全性、
市の施策を知ること
ができます。

「目的別歳出」と
「性質別歳出」

	キーワード
平成 27 年度の主要事業の執行状況

一般会計の内訳

▶安全で安心な潤いのあるまち
◉がん検診無料化を65歳以上から60歳以上
に拡充
がん検診の自己負担金免除の対象を65歳以
上から60歳以上へ拡充

2,488万円

◉成人歯科健診事業を実施
40・50・60・70歳を対象とした成人歯科健
診を実施

200万円

◉インフルエンザ予防接種費に対する助成
インフルエンザ予防接種の対象を第3子以
降から第2子以降に拡充

607万円

◉介護予防教室を拡充(介護保険特別会計）
カラオケを活用した脳トレ元気塾などを実施 1,851万円

◉消防団員装備品の充実
消防団員の防火衣、消防デジタル無線受令
機などの購入

2,939万円

◉第二中学校南校舎の大規模改造工事
老朽化した校舎を大規模改造

2億4,483
万円

◉小中学校体育館の非構造部材強化工事
（小学校5校、中学校2校）

小中学校体育館の天井照明などの補強
4,795万円

◉新庁舎建設に向け執務環境調査を実施
市民サービスと事務効率の向上を図るため
の執務環境調査を実施

907万円

▶活気あふれる交流の広がるまち
◉プレミアム付き商品券を発行
市内の商店などで使用できるプレミアム
付き商品券を発行

9,201万円

◉都市農地保全支援プロジェクトを実施
防災兼用井戸の設置などへの助成を実施 2,228万円

◉内山運動公園サッカー場などの改修工
事
内山運動公園サッカー場2面の人工芝全
面張替と夜間照明の増設工事

2億6,028
万円

▶豊かな自然環境と住環境が調和するまち
◉中里一丁目緑地用地購入
都市計画緑地である中里一丁目緑地の隣
接地域の一部を購入

8,506万円

◉学校施設の緑化を推進
清明小学校の運動場を芝生化 6,691万円

◉都市計画道路東3・4・17号線測量
たから幼稚園交差点から志木街道までの
区間の整備に向けての測量を実施

556万円

◉市道0108号線他12路線の道路整備工事
交通の基盤である道路の拡幅や損傷の激
しい舗装の整備を実施

2億4,145
万円

▶市民協働によるまちづくりの推進
◉きよせガイドブックを作成
清瀬の文化や歴史、特産などを紹介するガイ
ドブックを作成・販売

187万円

◉第4次清瀬市長期総合計画を策定
平成28年度を計画初年度とした第4次清瀬市
長期総合計画を策定

1,476万円

◉中央図書館に結核関連資料コーナーを設置
結核関連資料を古書も含めて収集し、結核資
料コーナーを新設

63万円

▶「人間性」を尊重し人をはぐくむまち
◉私立認可保育園施設整備補助
メリーポピンズ清瀬ルーム新設に係る施設整
備費を補助

1億1,391
万円

◉子育てクーポン事業を実施
市内で実施している子育てサービスに利用で
きる子育てクーポン券を発行

280万円

◉全小中学校で放課後補習事業を実施
市内全小・中学校の小学6年生、中学3年
生を対象に放課後補習事業を実施

1,999万円

◉赤ちゃんのチカラプロジェクトを実施
命を大切にする心を育む「命の教育」を市内
全小・中学校で推進

99万円

目的別歳出を
市民１人あたりの経費に置き換えると……

■保育園の運営
市民１人当たり36,064円
■学童クラブの運営
市民１人当たり2,066円
■児童センターの運営
市民１人当たり1,203円

■コミュニティバスの
運営など
市民１人当たり241円

市民１人当たり 20 万 8,137 円 市民１人当たり 4 万 6,061 円
民生費 154.9 億円 総務費 34.3 億円

※市民１人当たりの額は、市の決算額
を人口（7万4,403人、平成28年1月1
日現在）で割って算出しています。

性質別歳出を家庭の家計簿に置き換えると……
収入（＝歳入） 支出（＝性質別歳出）

■給与
　（基本給＋諸手当）

・基本給（市税）

・諸手当

■家賃収入
　（使用料・手数料）

■雑収入
■貯金の引き出し
　（繰入金）

■ローン（市債）

■前月（年）から
　の繰越（繰越金）

■日常経費（人件費）

■医療費・保育費
　（扶助費）

■ローンの返済
　（公債費）

■日用品・光熱費
　（物件費）

■自治会費（補助費等）

■子どもへの仕送り

■雑費（維持補修費など）

■家の増改築費
　（普通建設事業費）

■貯金（積立金）

34万3,275円

12万3,972円

21万9,303円

4,619円

6,344円

１万1,676円

1万9,071円

1万822円

6万1,709円

13万5,093円

2万7,339円

４万3,132円

4万425円

4万2,836円

659円

1万8,350円

1万1,437円

1万4,827円

6万1,664円

13万1,457円

2万8,537円

４万703円

3万7,550円

4万3,815円

756円

3万4,177円

1万3,224円

1万822円

34万1,268円

12万3,489円

21万7,779円

4,482円

6,506円

１万2,390円

2万7,725円

1万334円

平成27年度 平成27年度平成26年度 平成26年度

（国・都支出金地
方交付税など）

　合計　　　　39万5,807円　40万2,705円 　合計　　 　　38万980円　39万1,883円

（特別会計への繰出金）

来月（年）への繰り越し

　市財政の基本的収入である市税は、法人市民税の増加など
により、昨年度より約0.4億円増収の92.2億円となりました。
市民１人あたりの納めた額は12万3,972円で、使われたお金
は38万980円のため、支出した額全体の32.5％になります。
　多摩26市平均では、市民
１人あたりの納めた額が17
万665円で、使われた額は
37万157円のため、支出し
た額全体に対して税収の占
める割合が46.1％となって
います。清瀬市は他市に比
べ税収が少ない状況にあ
り、地方交付税や国・都か
らの補助金などで支出を賄
っています。

　道路の整備、学校の大規模改造などには多額の経費が必要
となるため、国や都、銀行などから市債として借り入れをし
ています。平成27年度は二中南校舎大規模改造や内山運動公
園サッカー場等の改修、臨時財政対策債などのために、総額
で14億1,900 万円の市債を発行しました。
　平成27年度末の市債の残高は下表のとおりで、全体では市
民1人あたり25万4,741円となっています。また、市の貯金
である基金は、積み立て額が取り崩し額を3億1,022万円上
回り、残高は36億317万円
となりましたが、市民1人
あたりでは4万8,428円で、
26市平均の7万2,992円と
比べると低い水準となって
います。公共施設の整備や
社会保障費など経常経費の
増額に対応するため、今後
も積極的に基金への積立を
行う必要があります。

　計画に基づいた行財政改革を着実に推
進するなど、効率的な行政運営に努めて
います。しかしながら、高齢化の進行な
どに伴う扶助費の増加により、義務的経
費（支出が義務付けられているお金で、
人件費、扶助費、公債費を合わせたもの）
は近年増加傾向にあります。
　義務的経費は、平成26年度と比較して、
私立保育園運営費や障害者自立支援給付
事業費などの扶助費が増加したことによ
り約1.9億円増額しました。この義務的
経費の増加が、市の財政課題となってい
ます。

1 人あたりの納税額と支出額

一般会計の借金は 189 億 5,352 万円

義務的経費は増

	ポイント１

	ポイント2

	ポイント3

一般会計決算

①

①

②

③

◆①～③の詳しい解説は、右記をご覧ください。

きよせ市報　平成28年10月15日号きよせ市報　平成28年10月15日号

清瀬市
市民一人当たり

多摩26市平均
市民一人当たり

0
5

10
15
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30
35
40
（万円）

12 万
3,972 円

38 万 980 円

納めた
お金

使われ
たお金

納めた
お金

使われ
たお金

17 万
665 円

37 万 157 円

0
5
10
15
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30
35

H27H26H25H24H23H22

205

（年度）

（億円） 各種基金残高（左目盛り）

29.929.9 32.932.918.118.1 16.516.5 22.422.4

市債借入残高（右目盛り）
（億円）

170
175
180
185
190
195
200

基金と市債の残高の推移

193.5193.5

202.2202.2

193.7193.7
189.5189.5

191.6191.6

202.2

193.5

40 210

36.036.0

400

450

500

550

600

H26H25H24H23H22H21H20

職員数 ( 左目盛り )

443

157.8

123.6 128.4

134.2 137.0137.0 147.7147.7

161.8
161.8

471471 452
434 430

（年度）

（人） （億円）

※職員数は各年度の４月１日現在です。

義務的経費

義務的経費と職員数の推移

150
155
160

145

110
115
120
125
130
135
140

154.1

427 440

( 右目盛り )

164.9

H27

625 165
170
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